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資料１

論点整理（案）に対する委員意見

・旬な情報を一覧で表示できるような仕組みも重要であり、「即応性」「ライブ
性」「緊急性」を掲げるべき（池本委員）



２

・この関係機関が都道府県とすれば、予算化は難しいものと考える。（井上委員）



３

・認定ＮＰＯ法人自身によるポータルサイトにおいての情報公開を義務付け、
それを認定基準とすべき。（松原委員）

・認定要件(８要件）については、ＰＳＴ以外は、従来どおりということだと理解し
ており、情報開示は、この要件の一つ。（田中委員）

◎社員の氏名について、閲覧対象とするか。

・役員の氏名公開、住所非公開。社員は氏名、住所とも非公開でよい。（鵜尾
委員、田尻委員）

・「社員の氏名については、個人情報保護の観点から、社員のみ閲覧可能とし
て電子化すべきではない。」と修正。（松原委員）



４

・「電子ファイルを認めるかどうか」ではなく、「電子ファイルでの提出を義務」
とすることを検討し、むしろ「紙媒体での提出を認めるかどうか」議論する、
というくらいで進めたい（佐藤委員）

◎ NPO法人会計基準をどう位置付けるのか。

・「事業報告書については、一定の共通電子的フォーマットに書き込むことを
義務付けるとともに、団体の創意工夫を推奨できるようにすべき」に変更
（松原委員）

・インターネットでの事業報告書の開示を検討するに当たり、事業報告書の
フォーマット化の流れができることは避けなければならない。あわせて、所
轄庁の業務効率化を図るため、前述した事業報告書等の電子ファイルで
の提出を推進するべきである。（田尻委員）

・事業報告のフォーマットは任意。（鵜尾委員）



５

過去５年分まで開示できるようにすることでよいか。
・最低3年。5年が望ましい。（佐藤委員）
・認定制度（本認定）にあわせ、5年間としないと、制度の検証に支障をきたす。
（田中委員）

◎情報を入力する主体と入力の義務付け等について
・ｂ案に賛成（田尻委員、田中委員、松原委員）

・ｂの場合、基本情報のすべてを行政が入力することは、行政コストの観点か
ら現実的ではなく、NPO法人自ら入力することが必要となる。（井上委員、杉
野委員）

・ＮＰＯ法人制度の信頼性確保の目的であり、全法人を対象とすることになる
ため、法人から基本情報の提供を求めるために、法人にとってのメリットの
整理と法人へのデータ入力の法による義務化が必要。（杉野委員）

・NPO法に、NPO法人から所轄庁に提出された事業報告書等をインターネット
で開示する旨の規定を盛り込んではどうか。（田尻委員）

・「NPO法人が自ら入力する情報」は、国として管理すべき情報ではなく、国とし
ては、フォーマットは定めず自由にPDFでアップできるように環境をつくるだけ
で十分。もしくは国は管理をせず、ヤフーやcanpan、JustGivingなどの民間団
体が自由にすればいい。（佐藤委員）

・NPO自身の入力については疑問。自身の入力情報の信頼性を担保すること
は実際には困難。（田中委員）

・全法人を対象に別紙の情報を求めることから、法人の実態を把握するために
必要不可欠な情報を限定し、その他の必要な情報は他のHPにリンクする等

の方策を検討すべき。入力する項目が多くなると、法人の負担が重く、デー
タベースが機能しなくなる。（杉野委員）

◎入力された情報についての責任等

・全法人を対象に別紙の情報を求めることから、法人の実態を把握するために
必要不可欠な情報を限定し、その他の必要な情報は他のHPにリンクする等

の方策を検討すべき。入力する項目が多くなると、法人の負担が重く、デー
タベースが機能しなくなる。（杉野委員）
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７

・「内閣府の統一したサイトに書き込みみられるようにすべき」に変更。（松原委
員）

・「各都道府県から発信することとし」以下は、新しい公共に関して付加させる
のか？すでに、府のようにＨＰがある場合は、そこで対応し、内閣府のＨＰに
リンクさせることを考えているのか。（井上委員）


